
（平成２３年２月２３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認鳥取地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



鳥取厚生年金 事案 455 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 49 年８月１日から同年９月１日までの期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、

申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る記録を 49 年８月１日に訂正し、

当該期間の標準報酬月額を８万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和 25年７月から同年 12月 25日まで 

 ② 昭和 27年５月 14日から同年９月８日まで 

 ③ 昭和 27年 11月１日から同年 12月 11日まで 

 ④ 昭和 28年１月 17日から同年２月１日まで 

 ⑤ 昭和 49年８月１日から同年９月１日まで 

        申立期間①、②、③及び④について、昭和 25年７月から 28年１月末まで

継続してＣ社のＤ丸に乗船していたにもかかわらず、申立期間の船員保険の

記録が無いことに納得できない。 

 申立期間⑤について、当時の家計簿を所持しており、その記録によると昭

和 49 年８月１日から準社員としてＡ社Ｅ工場（厚生年金保険の適用事業所

としては同社Ｂ工場）に勤務したこととなっているにもかかわらず、厚生年

金保険の資格取得日が同年９月１日となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間⑤について、企業年金連合会の記録によると、申立人のＡ社Ｅ工

場における厚生年金基金の資格取得日は昭和 49 年９月１日となっており、

オンライン記録と一致している。 

しかし、雇用保険の記録及び申立人から提出のあった家計簿の記録による

と、申立人は昭和 49 年８月１日からＡ社Ｅ工場に勤務していたことが確認

できる。 



また、Ａ社Ｅ工場で総務事務を担当していた元従業員に確認したところ、

「申立人のような準社員についても、正社員と同様に厚生年金保険に加入さ

せていたはずであり、一定期間厚生年金保険に加入させない等の取扱いをし

ていた記憶は無い。」としており、従業員については、原則として採用と同

時に厚生年金保険の加入手続をしていたことがうかがえる。 

さらに、申立人が氏名を挙げた同僚等９人について雇用保険と厚生年金保

険の記録を比較したところ、５人は資格取得日が一致しており、残る４人に

ついても資格取得日の相違は 10 日程度であり、申立人のように１か月にお

よぶ相違は確認できない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、昭和 49 年８月１日から厚生年

金保険被保険者として事業主により給与から保険料が控除されていたもの

と認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 49 年９月の申立人のオ

ンライン記録から８万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としているが、申立人の申立期間に係る厚生年金基金の資格取得

日はオンライン記録と一致していることから、事業主は昭和 49 年９月１日

を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所（当時）は申立人に係

る昭和 49 年８月の保険料の納入告知を行っておらず、事業主は、申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間①、②、③及び④について、申立人は、昭和 25年７月から 28年

１月末まで継続してＣ社のＤ丸に乗船していたとしているものの、同僚等か

ら申立人の乗船実態についての供述は得られなかった。 

また、申立人の船員保険被保険者台帳によると、Ｃ社での初回の船員保険

被保険者資格取得日は昭和 25 年 12 月 25 日、資格喪失日は 27 年５月 14 日

となっており、これは、同社に係る船員保険被保険者名簿で確認できる申立

人が船長として名前を挙げた２人（いずれも故人）のうちの１人の記録とお

おむね一致しており、残る１人についてはＣ社に係る船員保険被保険者記録

が確認できない。 

さらに、商業登記簿によると、Ｃ社は昭和 25 年８月 30日に設立されてい

る。このことについて、当時のＣ社の事務担当者は、「Ｆ社がＣ社の前身で

あった。また、Ｆ社の２階にＧという事業所も存在していた。」と供述して

いることから、Ｆ社及びＧに係る船員保険被保険者名簿を確認したが、申立

人の氏名を確認することができない上、両事業所では昭和 25 年５月１日以

降、船員保険被保険者資格を継続している者は確認できない。なお、Ｃ社の

役員が別途船員保険の適用を受けていた形跡も無い。 

加えて、Ｃ社に係る被保険者名簿の申立人に係る記録の備考欄には、ⅰ）



昭和 27年５月 14日に被保険者資格を喪失した際（申立期間②）には被保険

者証を返還した旨、ⅱ）同年 11 月１日に喪失した際（申立期間③）には喪

失後の医療保険給付を受給した旨、ⅲ）申立期間④に関しては、申立人は 28

年１月 31 日に病気のため退職したとしているが、同名簿では、同年１月 17

日に病気により資格喪失した旨が記載されている。 

このほか、申立人は給与明細書等の関係資料を所持しておらず、申立期間

①、②、③及び④について、継続してＣ社に勤務し、事業主により船員保険

料を給与から控除されていた事実をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①、②、③及び④に係る船員保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



鳥取厚生年金 事案 456 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年 10 月頃から 35 年２月頃まで 

昭和 34 年 10 月頃から 35 年２月頃までＡ市にあるＢ事業所（現在は、

Ｃ社。）に勤務していたにもかかわらず、国（厚生労働省）の記録によ

ると、厚生年金保険の被保険者になっていないので、被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、期間は特定できないものの、申立人がＢ事業所

に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｂ事業所において申立期間に厚生年金保険の記録が確認できる

同僚８人に照会したところ、そのうち４人は、「Ｂ事業所では入社後しば

らくの間、試用期間があった。」と供述しており、同人等のオンライン記

録をみると、入社したと供述する日と厚生年金保険の資格取得日の間に、

２か月から５か月程度の期間が確認できる。 

また、試用期間があったと回答した４人のうち２人は、申立期間当時、

申立人と同様の業務に従事していたとしていることから、申立期間は試用

期間の扱いであったものと考えられる。 

さらに、Ｃ社では、申立期間の社会保険台帳等の資料を保管しているが、

申立人の氏名は見当たらないとしているほか、申立期間当時の事業主は既

に亡くなっており、Ｂ事業所における申立期間の厚生年金保険の加入基準

や厚生年金保険料控除の有無等について確認することはできない。 

このほか、いずれの同僚からも申立人の申立期間における厚生年金保険

の加入及び保険料の控除について具体的な供述を得ることはできず、申立

人が事業主により給与から保険料を控除されていたことをうかがわせる関

連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



鳥取厚生年金 事案 457 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

   住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 54 年 11 月頃から 55 年７月頃まで 

   昭和 54 年 11 月頃から 55 年７月頃まで、Ａ事業所にＢ担当として勤務

したにもかかわらず、国（厚生労働省）の記録によると、厚生年金保険の

被保険者になっていないので、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述から、期間は特定できないものの、申立人がＡ事業所

に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、オンライン記録によると、Ａ事業所は厚生年金保険の適用事業

所となっていない上、同店を経営していたＣ社（平成４年９月、Ｄ社に社

名変更し現存。）が厚生年金保険の適用事業所となったのは申立期間後の

平成 10 年 12 月１日であることが確認できる。 

   また、オンライン記録によると、申立人及び上記同僚３人は、いずれも、

申立期間中は国民年金に加入し、保険料を納付しており、当該同僚のうち

１人は、「Ａ事業所に勤務していた間は、国民年金に加入し保険料を納付

していた。給与からは所得税だけが控除され、厚生年金保険料は控除され

ていなかった。」と供述している。 

   さらに、申立期間当時のＣ社の取締役（代表取締役の妻）は、「申立人

のＡ事業所における勤務状況及び厚生年金保険料の控除状況については覚

えていない。」と供述しており、Ｄ社でも、「当時の関係資料は廃棄済み

のため何も分からない。」としている。 

   なお、申立期間当時、Ｃ社の代表取締役が取締役を務め、同社の関連会

社であったと推測されるＥ社及びＦ社の申立期間に係るオンライン記録及

び厚生年金保険被保険者名簿においても、申立人及び上記同僚３人の加入

記録は確認できない。 

   このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給



与から控除されていた事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当た

らない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



鳥取厚生年金 事案 458 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、各申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成３年 10 月１日から４年 10 月１日まで 

             ② 平成９年 10 月１日から 11 年４月１日まで 

             ③ 平成 11 年 10 月１日から 12 年１月 28 日まで 

        申立期間①はＡ社（現在は、Ｂ社）、申立期間②はＣ社、申立期間③

はＤ社に勤務していたが、各申立期間とも給与が下がった記憶は無いの

に、国（厚生労働省）の記録によると、各申立期間の標準報酬月額がそ

れぞれ従前より下がっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社における厚生年金保険被保険者 108 人全員

の標準報酬月額の推移をみると、申立人以外にも標準報酬月額が下がっ

ている者が相当数確認できることから、申立人の申立期間①における標

準報酬月額の減額が不自然とまでは言えない。 

また、当時のＡ社の事務担当者によると、「当時、従業員の基本給が

下がることはなかったが、月々の残業時間は違っていた。毎年の標準報

酬月額の見直しについては正確に行っており、間違いはない。残業時間

の変動により標準報酬月額が下がってしまうこともあったと思う。」と

供述している。 

さらに、Ａ社の厚生年金保険加入記録を有する複数の元従業員に照会

したが、回答のあった４人はいずれも「当時、残業の多い月と少ない月

があった。」と供述していることから、申立人の申立期間①に係る標準

報酬月額の減額は、平成３年の算定対象月（５月から７月まで）の残業

時間が、前年の算定対象月の残業時間と比較して、減少したことによる

ものと推認される。 

加えて、申立人は給与明細書等、申立期間①の厚生年金保険料控除額



を確認できる関連資料を所持しておらず、Ａ社も申立期間①に係る賃金

台帳等を既に廃棄しており、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料等

は見当たらない。 

 

２ 申立期間②及び③について、Ｃ社及びＤ社が保管する申立人に係る賃

金台帳によると、算定対象月の給与に基づいて適切に定時決定が行われ

ており、当該期間に支給された給与額に相当する標準報酬月額であるこ

とが確認できる。 

また、上記賃金台帳を検証したところ、申立人の給与から控除された

厚生年金保険料額は、オンライン記録の標準報酬月額に基づく保険料額

と一致していることが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、各申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 


